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子ども・子育て新システム検討会議作業グループ

基本制度ワーキングチーム（第１６回） 資料１４

平成２３年１１月２４日 



平成２３年１１月２４日 
第１６回基本制度ＷＴ提出資料 
   「社会全体で子どもを育てる」ための、理念と原則に基づく負担と制度を 
 
                       秋田喜代美（東京大学教育学研究科） 
 
１ 理念に沿った費用負担や制度のデザインを 
「社会全体で子どもを育てる」という理念を単なるスローガンではなく実のあるもの

とする新システムのためには、公共性・安定性・継続性の観点から、すべての地域のす

べての子どもたちが公平に経済的な格差なく、障碍等による落差なく、また乳児期から

小学校へ至る発達の道筋において段差なく、質の向上が確保された保育・学校教育を受

けられるよう、国・都道府県・市区町村・事業主・保護者それぞれが財源ならびに計画

実施評価にかかわって責任を負うことが求められる。 
これは、現世代投資、保護者への子育て支援という視点だけではなく、人生前半の社

会保障として、社会で子どもを育てるための未来投資と位置付けられた責務を担うこと

が、国や自治体行政だけではなく、事業主にもまた将来の人材育成の観点から求められ

る。 
「子育て新システム」を議論するのではなく、「子ども・子育て新システム」を私達

は目指すからには、まず子どもの最善の利益のための、公共の保育・教育システム確立

の理念のもとで安定的な制度設計の原則がなされなければならない。保育・教育は医療

同様に、公共性がきわめて高い事業である。議論の原点としてこの点が共有されること

が、国の制度のグランドデザイン設計に不可欠である。 
 
２ 費用負担 
１）国の責務としての継続的な財源保障の明確化：税と社会保障制度の一体改革にお

いて０．７兆円の確保ならびにその内訳を明確にし、現実に今以上の制度や財源が保育

実施主体に対して継続的に保障されることを議論の前提として、明確にされる必要があ

る。税と社会保障制度の一体改革の全体像が明確にされるとともに、その中での経費と

して子ども子育ての財源が明確に位置づけられることが必須である。 
 
２）財源の重点的優先的配分と使用：財源が、次世代の子どもたちを育てることに確

実に回るためには、使途の明確な形である現物給付に重点化することが必要であり現金

給付と分けることが必要である。また子ども子育て支援事業においては要請が高いもの

から優先順位を明確にし、範囲を拡大しすぎることなく、基準を明確にし、重点的に質

の確保向上に取り組むべきである。 
 

３）応能負担の原則：すべての子どもに等しく保育教育を保障するためには、現行以上

の負担を保護者には求めないことと共に、新たなシステムでも児童福祉の理念に基づき、

応能負担の原則が求められる。また保育の必要性の認定を受けた者も学校教育のみの者

も負担の公平性の原理にそった費用負担が求められる。  
 
４）現行水準以上の質の保障：現行の保育園・幼稚園への財政措置や補助を下回ること

は質の低下につながることから、現行以上のものとなるための機関補助は必須である。

それは今後総合施設等に移行する場合においても考えられていくべきことである。 
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３ 保育・教育の公共性とイコールフッテイング 
 
１） 総合施設における、児童福祉法・学校教育法と一貫した公共性原理の保証 

児童福祉法ならびに学校教育法に位置づく総合施設においては、教育および児童福

祉は公共性が高いことが法的にも明示された施設である。したがって、どこの地域

においても採算の赤字黒字に関係なく、安定的継続的な提供が国の制度として不可

欠である。そのため、営利を目的とせず、公共性を有する法人が教育の実施主体と

なることが「社会で子どもを育てる」という公共の保育教育の原則であり、参入の

場合にも学校法人、社会福祉法人に準じた安定性・継続性の担保のための規制が参

入、運営、撤退において不可欠である。赤字地域においてはイコールフッテイング

の原則は現実には機能せず、また市場における質による競争に基づく選択淘汰の原

理は真に子どもにとって良質の保育が選択される基準にならない場合が生じる。 
 

２） 公共性原則に則った規制 
したがって、すべての子どもに質の高い保育・教育という公共性の原則から、参

入・運営段階要件の規制、撤退規制ははかられねばならない。したがって株式会社

においては、総合施設以外部分には配当を認められても、学校教育法が適用される

部分については、公的投資がなされる部分において配当は原理的に認められるべき

ではない。 
 

３） 発達の連続性に基づく０－１８歳までの一貫した教育制度の中での位置付け 
「社会で子どもを育てる」という際の社会は、利益追求の市場原理で動く社会を

さすのはなく、公共の福祉・教育の理念で長期的持続的に国の骨格を作るために公

共制度デザインが実現される社会の姿として議論検討されるべきである。また子ど

もは０－６歳ではなく、０－１８歳までの子どもを見通した時に、私たちはそこで

の一貫した保育・教育施設体系を作ることが人材育成、未来投資の原理において不

可欠である。そのためには、現行の学校教育制度体系においても構造改革特区や専

修学校で株式会社の参入規制がかけられていることから同様の理念で一貫して考

えられるべきである。 
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